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資料１

事 業 概 要

Ⅰ 事業の概要

事業の名称 教育・福祉複合施設整備事業

事業の概要 【概要】

・ 総合教育センター(仮称)，通信制独立校(仮称)及び新福祉センター(仮

称)を併せて整備し，多様化する行政ニーズに対応するとともに，教育と

福祉の機能連携等を図るものである。教育と福祉の連携により，いじめ，

虐待，特別支援教育，不登校等の相談に対して，教育・福祉の窓口併設に

よる利用者の利便性の向上が図られるとともに，相互の職員による総合的

な支援が可能になるほか，就学前から学校卒業後までの個々人のライフス

タイルに即した，教育・福祉の一体的，継続的な支援が可能になるなどの

効果が期待できるものである。また，一体的な整備により，土地の高度利

用や施設の効率的な利用を図るものである。

〔総合教育センター〕

・ 本県の学校教育の活力と教育水準の維持向上を図るため，教育研修セン

ターと特別支援教育センターを移転統合し,学力の向上,児童生徒の問題行

動, 特別支援教育などの教育的諸課題に適切に対応できるよう，教育施策

の中核的な機関となる総合教育センター(仮称)として，名取市下増田臨空

土地区画整理事業地内に整備するものである。

＜対象の状況＞

教育研修センター

施設建築：昭和４４年（築３８年） 所在地：仙台市青葉区荒巻

特別支援教育センター

施設建築：平成 ３年（築１６年） 所在地：仙台市泉区南中山

〔通信制独立校〕

・ 仙台第一高等学校通信制課程は，昭和２３年に全日制に併置され，勤労

青少年の学習機会を提供してきたが，現在，高等学校への進学率が９８％

を超え，さらに，若者の学習歴の多様化・生活様式の変化・勤労観の変化

などに伴い，公立で唯一の通信制課程としての存在意義は高まっている。

現施設では,狭隘で適切な学習機会の提供が困難であることから,施設面，

機能面で連携効果が高いと見込まれる総合教育センターと一体的に通信制

独立校（仮称）として整備するものである。

＜対象の現況＞

仙台第一高等学校通信制課程

施設建築：平成 ４年（築１５年） 所在地：仙台市若林区元茶畑

〔新福祉センター〕

・ 近年における児童虐待の増加や，安心して子どもを生み育てる環境づく

り，ノーマライゼーション社会の実現といった新たな行政課題に対応する

ため，老朽化等が進んでいる子ども総合センター，中央地域子どもセンタ

ー及びリハビリテーション支援センターの３施設を移転集約し，子どもや

障害者等をめぐる多様な問題の解決を図る機関として新福祉センター（仮

称）を総合教育センター等と併せて整備するものである。
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＜対象の現況＞

子ども総合センター・中央地域子どもセンター

施設建築：昭和４３年（築３９年） 所在地：仙台市青葉区本町

一時保護所（中央地域子どもセンター所管）

施設建築：昭和４５年（築３７年） 所在地：仙台市青葉区本町

中央児童館（子ども総合センター所管）

施設建築：昭和４０年（築４２年） 所在地：仙台市太白区向山

リハビリテーション支援センター

施設建築：昭和４０年（築４２年） 所在地：仙台市若林区南小泉

※ 附属資料１：教育研修センター・特別支援教育センター概要

附属資料２：仙台第一高等学校通信制課程の概要と沿革

附属資料３：現有施設の状況

(教育研修センター・特別支援教育センター・仙台第一高等学校通信制)

附属資料４：新福祉センター(仮称)整備基本方針

附属資料５：「子どもの健やかな成長を支援します」

（子ども総合センター等パンフレット）

附属資料６：「リハビリテーション支援センター」パンフレット

附属資料７：子ども総合センター・中央地域子どもセンター位置図，写真，配置図

附属資料８：リハビリテーション支援センター位置図，写真，配置図

【上位計画との関連】

宮城の将来ビジョン（平成１９年３月）

第４章 宮城の未来をつくる３３の取組

第２節 安心と活力に満ちた地域社会づくり

１ 子どもを生み育てやすい環境づくり

取組13 次代を担う子どもを安心して生み育てることができる環境づくり

２ 将来の宮城を担う子どもの教育環境づくり

取組17 児童生徒や地域のニーズに応じた特色ある教育環境づくり

３ 生涯現役で安心して暮らせる社会の構築

取組19 安心できる地域医療の充実

事業計画の背景 〔総合教育センター〕

・ 教育研修センターは，昭和４４年に仙台市青葉区（青葉山）に整備し，

県内における中心的な教育研修機関として，教職員研修や教育相談の実施

等の重要な役割を果たし，平成３年には、障害児教育の推進のため，障害

児教育部門を分離独立し，仙台市泉区南中山に特殊教育センター（現在の

特別支援教育センター）を設立したものである。

・ しかし，その後の教育改革により初任者研修の全面実施等の研修制度の

見直し・充実が図られ，教育研修センターの施設が老朽・狭隘になったこ

とに加え，進展著しい情報化や多様化する障害児教育への適切な対応が求

められ，「総合教育研修機関」の整備が重要な課題となってきたところで

ある。

・ 平成６年から，時代の要請に対応できる総合的な機能を持つ教育センタ

ーの整備が緊急に必要であるとの認識の下，教育庁内に教育研修センター

整備検討委員会を設置し，果たすべき役割，機能や場所の検討を進めてき

たところである。

・ 平成１６年度の政策・財政会議において，候補地となっていた名取市下

増田臨空土地区画整理事業地内の公共公益用地にセンターを設置すること

の決定がなされ整備を進めることとしたものである。
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〔通信制独立校〕
・ 通信制独立校については，平成７年の「魅力ある県立高校づくりの推進
について（宮城県高等学校整備検討委員会）」の第二次報告で，「定時制
・通信制課程の多くは，全日制との併置であり，施設・設備が共用となっ
ているため，双方に教育活動上の制約がある。」旨が指摘されており，既
に全日制併置の定時制高校については，定時制の独立校として，昼夜間開
講型単位制高校の設置を進めているところである。

・ そのような状況の中で，仙台第一高等学校通信制の施設設備が，極めて
貧弱であり，在籍する多様な生徒への対応が困難となっており，さらに，
全日制にとっても，学力向上等に向けた補習等の展開に支障が生じている
ことから，喫緊の課題として，通信制を独立させ，教育環境の改善を図ろ
うとするものである。

・ 分離独立に当たっては，単独での独立校化や複数の高校施設との一体的
な整備を検討してきたが，単独及び高校施設との併置では，施設の利用効
率・財政効率が劣ってしまうことや併置の問題点が解消されないことなど
により，新築移転が検討されていた総合教育センターとの一体的整備が，
相談機能等が活用でき，また，講義室等の共用が出来ることなどから，機
能面・施設面でも効率的であるとの判断のもと整備を進めることとしたも
のである。

〔新福祉センター〕
・ 子ども総合センターは，子どもと家庭の総合的な支援体制の整備を図る
ことを目的として，平成１３年４月に新たに設置した専門機関であるが，
施設としては，昭和４３年に建築された旧総合福祉センターの建物（仙台
市青葉区本町）をそのまま使用している。また，組織改編により子ども総
合センターと統合した中央児童館については，県内の子どもたちの健全育
成を目的に，昭和３３年１０月に設置された，当時県内唯一の児童厚生施
設であり，昭和４０年６月に現在地に移転したものである。

・ 中央地域子どもセンターは，児童福祉法第１２条に基づき設置されてい
る児童相談所であり，昭和２３年の開設から現在まで，我が県児童福祉の
向上に重要な役割を担っており，昭和４３年の旧総合福祉センター開設の
際に現在地に移転したものである。なお，併設されている一時保護所につ
いては，昭和４５年に現在地に新築移転されたものである。

・ リハビリテーション支援センターは，本県における地域リハビリテーシ
ョン推進の中枢としてその三次機能の役割を担うことを目的に，平成１８
年４月に旧拓杏園の診療所機能と旧障害者更生相談所を再編して新たに設
置された専門機関であるが，昭和４０年に建築された旧拓杏園の建物（仙
台市若林区南小泉）を使用している。

・ これら３施設は，いずれも建築から４０年程経過し，老朽化や狭隘化等
に悩まされており，この解決を図るとともに，多様化する県民の福祉ニー
ズに対応するため，当該３施設を新しい福祉センターとして整備するもの
である。

【再計画評価にかかる背景，経緯】
・ 総合教育センターと通信制独立校の整備については，平成１７年１１月
に行政評価委員会からの答申を受け，県の評価を決定しているものである
が，同じく平成１７年度の末から，県では，行財政改革の一環として全庁
的に事務事業総点検を実施しており，その中で，総合教育センター等の建
設については,更なる機能の向上や土地・建物の有効活用を図る観点から,
他の施設との併設などを検討することとした。同じように，老朽化等の問
題を抱える，保健福祉部の子ども総合センター，中央地域子どもセンター
及びリハビリテーション支援センターの３つの施設の建替えについても，
既存県有地等の活用による整備を検討することとしたものである。これら
を庁内で検討した結果,教育・福祉の施設を一体的に整備することにより,
連携による機能の強化・向上，土地・建物の有効利用が図られるものとし
て，複合施設として整備することとしたものである。

・ これにより，大規模事業評価に関する評価項目概要の著しい変更に該当
することとなったため，改めて計画評価を行ったものある。
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これまでの取組状況 〔総合教育センター〕

平成 ６年 宮城県教育研修センター整備検討委員会設置

平成１０年 宮城県教育研修センター再編整備検討委員会設置

平成１７年 総合教育センター（仮称）基本構想策定会議設置

平成１８年 総合教育センター（仮称）基本構想策定

〔通信制独立校〕

平成 ３年 宮城県高等学校整備検討委員会（提言）

平成 ６年 魅力ある県立高校づくりの推進について（第一次提言）

平成 ７年 魅力ある県立高校づくりの推進について（第二次提言）

平成 ９年 みやぎ新時代教育ビジョン

平成１３年 県立高校将来構想（前期計画）

平成１６年 県立高校将来構想（後期計画）

〔新福祉センター〕

平成１１年 みやぎ子ども総合支援機能検討報告書

平成１５年 県立社会福祉施設のあり方について（報告書）

平成１７年 総合リハビリテーション体制整備基本構想

平成１８年 県リハビリテーション支援センター機能整備に係る基本計画

新福祉センター（仮称）整備基本方針策定

事業スケジュール 平成１７年度 ＰＦＩ事業導入検討

(予定を含む) 行政評価委員会（大規模事業評価）

用地取得（土地基金活用）

総合教育センター(仮称)基本構想策定

平成１８年度 新福祉センター(仮称)整備基本方針策定

ＰＦＩ導入調整会議

平成１９年度 行政評価委員会（大規模事業評価 ※再計画評価）

ＰＦＩ導入可能性調査

事業手法の検討・調整
平成２０年度

平成２１年度 基本設計，実施設計

平成２２年度
建設

平成２３年度

供用開始予定 平成２４年 ４月
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Ⅱ 事業内容

用地関係 予 定 地 名取市下増田臨空土地区画整理事業地内

用地確保の状況 用地の確保 済 ・ 未

造成面積 ２８，０００㎡

県有地 ・ 民有地買上 ・ 民有地借り上げ

敷地面積 ２８，０００㎡

規制の状況 規 制 区 域 航空障害物制限区域（高さ４５ｍ）

用 途 近隣商業地域

建 ぺ い 率 ８０％

容 積 率 ３００％

そ の 他 建築基準法第22条指定区域

建設関係 事業規模 延 べ 床 面 積

総合教育センター １５，８１５㎡

通信制独立校 ３，２９９㎡

新福祉センター １１，３２４㎡

計 ３０，４３８㎡

構 造 鉄筋コンクリート造 ５階建程度

整備予定の主な施設

〔総合教育センター〕

研修室，教科研究施設，理科実験・芸術実習施設,

カリキュラムセンター施設，特別支援教育関係施

設，相談施設，体育館，食堂，グラウンド

〔通信制独立校関係〕

教室，自学自習室，保健室，進路指導室，職員室

〔新福祉センター〕

デイルーム，プレイルーム，クリニック諸室，判

定指導諸室，一時保護所諸室，障害者更正相談所，

リハビリテーション諸室
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Ⅲ 事業費

初期建設費 Ａ 調査費 ９ 百万円

設計費 １４２ 百万円

建設費 ７，８８６ 百万円

用地費 １，３００ 百万円

その他（工事管理費等） ５０ 百万円

合 計 ９，３８７ 百万円

【財源内訳】

国庫 ４４ 百万円

起債 ５，５２７ 百万円

一般財源 ２，５１６ 百万円

土地基金 １，３００ 百万円

合 計 ９，３８７ 百万円

維持管理費 Ｂ ４０年間の維持管理費の累計

＜建設後の施設の利用を平成２４年～平成６３年の４０年間と想定＞

人的経費 ４８４ 百万円

修繕・補修関係経費 ４，２１０ 百万円

運営・管理経費 ６，７３４ 百万円

合 計 １１，４２８ 百万円

【財源内訳】

一般財源 １１，４２８ 百万円

合 計 １１，４２８ 百万円

総事業費 Ａ＋Ｂ ２０，８１５ 百万円 ＜建設中利息を含む額 ２３，３３６ 百万円＞

【参考：現在価値換算後】

１５，３２０ 百万円 ＜割引率 １．９１％＞


